
令和５年度事業報告 

 

社会福祉法人日本原荘 

 

１．概要 

 第９期介護保険事業計画の策定の際に、２０４０年に向けて８５歳以上の人口が増え、

支え手となる生産年齢人口は減り、都市部と地方部の高齢化の相違もある中、地域の実情

に応じて優先順位を決め、目標や施策に取り組むことが重要だとした基本指針が示された。 

 当法人ではこの基本指針に挙げられた、人材育成支援や職場環境改善など介護人材確保

の取り組みを推進し、介護機器や福祉機器を導入し、ICT も有効活用しながら生産性向上

に努めたが、各拠点とも前年と比較して稼働率が低下し、感染症の発生もあり大変厳しい

事業推進となった。 

 地域の独居高齢者や高齢世帯を対象に、地域連携担当職員と圏域内の生活支援サポータ

ーが協働して生活援助活動を行い、配食サービスも実施した。 

 また、社会福祉法人利用者負担軽減制度や無料又は低額介護老人保健施設利用事業を実

施し、利用者の経済的負担の軽減を図った。生活困窮者自立支援法に基づく就労支援事業

には今年度の該当者はいなかった。 

 ５月から感染症法第５類に移行したコロナ感染症について、ワクチンを接種し、感染予

防策の徹底に努めたが、各拠点で感染者が発生し事業の推進に影響が出た。 

 人材確保では、職員が働きやすい職場環境を整え、多様で柔軟な働き方ができるように

努めるとともに、住環境を整備し技能実習生や特定技能労働者を受け入れた。 

 

 

２．収支状況 

法人単位資金収支計算書の収入面では、前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の

影響による新規入所受入れ並びに併設する短期入所利用等の一時休止を行ったことが前期

対比大幅減収に至った要因の一つであるが、主な要因としては事業計画に沿った目標稼働

率に到達しない事業所が多く大幅収入減に至ったことを理由として、令和５年度決算の事

業活動収入計は当初予算対比△５６，７４５千円、前期対比△４７，８１７千円となった。 

支出面では、人件費支出は職員数に大きな変動はないが入退職者が多く前期対比△１２，

８６１千円、事業費支出について水道光熱費支出は光熱費高騰以前の年度と比較すれば依

然として大幅負担増ではあるが、国の電気等価格激変緩和措置による割引の適用により前

期対比△４，６１８千円、新型コロナウイルス感染対策としての消毒、衛生物品等の購入

頻度は減少し保健衛生費支出、消耗器具備品費支出は前期対比削減となる等を主な要因と

して前期対比△６，８１４千円となる。事務費支出についてはケアカルテ導入によるコス

ト削減もあり手数料支出は前期対比△６，１４５千円となるも、修繕箇所が多く発生し修



繕費支出増となったことを要因として前期対比△２，３７７千円となり、事業活動支出計

は前期対比△２２，４７９千円、事業活動資金収支差額は前期対比△２５，３３８千円、

当期資金収支差額合計は△６８，６２５千円計上となった。 

法人単位事業活動計算書においては、上記による大幅収益減を理由として、当期活動増

減差額は△９８，７８４千円計上となった。 

令和５年度決算においては、収支面で厳しい事業運営を余儀なくされ３期連続の赤字経

営となった。組織の持続可能性と効果的なサービスを提供するための適正な利益確保を一

刻も早く達成するため、役職員一丸となり収支改善に向けた対策を講じる。 

 

 

３．実施事業内容 

①入所施設 

（特養）日本原荘 ３８名（従来型） 

（特養）日本原荘 ８０名（ユニット型） 

（特養）第３日本原荘 ５０名 

（軽費）第２日本原荘 ５０名 

（老健）津山ナーシングホーム ９２名 

（特養）総合ケアサービスセンターかつた ２９名 

（特定・一般）ケアハウスかつた ２０名 

②在宅サービス 

Ⅰ 通所介護 Ⅱ 短期入所事業 Ⅲ 訪問介護 

Ⅳ 居宅介護支援 Ⅴ 在宅介護支援センター 

＊かつた地域密着型通所介護並びに介護予防通所サービスは令和６年３月末で廃止 

③放課後学童保育事業 

④配食サービス事業 （配食数 5,671食） 

⑤社会福祉法人等による利用者負担軽減制度及び無料又は低額介護老人保健施設利用

事業    軽減金額  1,587千円 

⑥生活支援サポーター活動 （訪問実績件数 188回） 

 

 

４．地域における公益的な取組み実施状況 

  ①生活支援サポーターと協働による高齢者世帯への生活支援の実施 

  ②在宅高齢者向けの相談窓口を設置し、勝北圏域内の高齢者ニーズ把握の実施 

③独居高齢者、高齢世帯を対象とした配食サービスの実施 

  ④生活困窮者自立支援活動（令和５年度 実績なし） 

⑤障害者の中間的就労支援 



  ⑥勝北集いの場「福ちゃん家」の設置運営 

  ⑦中学校等の福祉教育活動における職員派遣 

  ⑧災害時における各種支援活動の実施 

⑨生活困窮者に対する物資支援 

 

 

５．施設整備・施設修繕 

  【施設別】 

・特別養護老人ホーム日本原荘（従来型） 

   スプリンクラー弁取替、エアコン更新、ボーラー更新 他 

・特別養護老人ホーム日本原荘（ユニット型） 

   社員寮、スーパーブレンダー、介護リフト、防鳥ネット設置 他 

・軽費老人ホーム第２日本原荘 

   エアコン更新、厨房エアコン室外機修理、火災受信盤更新、ボイラー修理、北東

面庇補強工事 他 

・デイサービスセンター日本原荘 

   旧デイサービス３階バルコニー修理 他 

・津山ナーシングホーム 

    チェアインバス更新、エアコン更新、既設目隠しフェンス塗装改修、合併処理施

設補修、浴室改修工事、自動ドア装置取替 他 

 ・総合ケアサービスセンターかつた 

    エアコン更新、パソコン更新 他 

 

 

６．施設実習・施設見学実習・視察研修 

○日本原荘 

学校等団体名称 期間 人数 内容 

岡山県立北部高等技術専門校 5/11 2 介護実習 

美作大学生活科学部食物学科 3年 6/19～23 4 施設実習 

岡山県立勝間田高等学校 3年 7/28 1 施設見学 

岡山県立津山東高等学校 3年 8/8 1 施設見学 

美作大学生活科学部社会福祉学科 4年 8/9～9/21 2 施設実習 

岡山県美作高等学校 3年 8/10 1 施設見学 

岡山県立北部高等技術専門校 9/4～5 2 介護実習 

岡山県立北部高等技術専門校 9/7～8 2 介護実習 

四国学院大学社会福祉学部 3年 10/14 1 1day仕事体験 



岡山県立北部高等技術専門校 11/20 2 介護実習 

岡山県立北部高等技術専門校 3/6～7 2 介護実習 

岡山県立津山商業高等学校 2 年 3/6～7、11 1 インターンシップ 

合計 25名 延人数 93名 

○津山ナーシングホーム 

学校等名称 期間 人数 内容 

岡山県立北部高等技術専門校 9/4～6 2 介護実習 

岡山県立北部高等技術専門校 9/7～11 2 介護実習 

岡山県立北部高等技術専門校 2/29～3/4 2 介護実習 

岡山県立北部高等技術専門校 3/5～7 2 介護実習 

合計 8名 延人数 24名 

〇総合ケアサービスセンターかつた 

学校等名称 期間 人数 内容 

該当なし    

合計 0名 延人数 0名 

 

 

７．外部監査 

令和５年度においても、宮崎公認会計士事務所による「財務会計に関する事務処理

体制の向上に対する支援」、「財務会計に関する内部統制の向上に対する支援」を定期

的（年４回）に実施するとともに、会計責任者及び出納職員向けの財務諸表に関する

研修を受け、事務処理、内部統制に関し改善に努めた。 

 

 

８．内部監査 

   令和５年度において、宮﨑公認会計士事務所の指導のもと、法人職員を監査員に任

命し日本原拠点において内部監査を実施し、確認された問題点や課題等に対し改善に

向け検討した。 

 

 

９．職員の福利厚生 

健康管理 生活習慣病予防健診、定期健診、腰痛健診、インフルエンザ予防接種負

担金一部助成、ストレスチェック実施、受動喫煙対策（施設内の喫煙専

用個室、施設外の喫煙専用場所のみ喫煙可） 

福利厚生 職員研修旅行は新型コロナウイルス感染対策を継続し中止とした。 

   社員寮  津山市地域医療介護総合確保事業補助金を受け整備した社員寮（８部屋）



を令和５年１２月より稼働 

 

 

１０．職員の研修助成 

   ・県内研修会、セミナー等参加に係る参加費及び旅費の助成 

   ・介護福祉士実務者研修費用の半額助成、及び出勤扱いでの研修参加 

   ・認知症介護基礎研修費用の半額助成 

 

 

１１．借入金の償還 

償還は以下のとおりである。 

【設備資金借入金償還内訳】                      （単位：円） 

拠点区分 令和５年度償還額 

１．日本原荘（ユニット型） ２９，３６１，５２０ 

２．日本原荘 ７９８，０００ 

３．第２日本原荘 ２３９，６００ 

４．第３日本原荘 １９，６８１，２８０ 

５．介護老人保健施設（公益） １３，４４１，８００ 

６．かつた ３，６４７，２００ 

７．ケアハウスかつた ２３９，６００ 

合計 ６７，４０９，０００ 

【短期運営資金借入金内訳】                      （単位：円） 

拠点区分 借入期間 借入額 

日本原荘 R5.12.20～R6.3.29 ３０，０００，０００ 

 

 

１２．苦情受付 

   施設長会議で苦情内容を報告し、迅速に対応することで早期解決に努めた。また、

７月に苦情解決第三者委員会を開催し、第三者委員の助言を頂き、再発防止策等を協

議した。 

令和５年度は、ケアの内容に関する苦情２件、職員の言動及び態度に関する苦情３

件、その他に関する苦情３件であった。 

日本原 ５件（ケアの内容１件、職員の言動及び態度１件、その他３件） 

津 山 該当なし 

かつた ３件（ケアの内容１件、職員の言動・態度２件） 

 

 



 

１３．理事会・評議員会 

〇理事会 

＊令和５年５月３０日（火） 

①令和４年度事業報告（案）について 

②令和４年度収支決算報告（案）について 

③監査報告について 

④理事及び監事の選任（案）について 

⑤第三者委員の選任（案）について 

⑥就業規則変更（案）について 

⑦定時評議員会の招集（案）について 

その他報告事項 

・社会福祉充実残額算定シート 

・日本原荘社員寮新築工事入札について 

 

  ＊令和５年６月１５日（木） 

①理事長の選定（案）について 

 

  ＊令和５年１０月１７日（火） 

①令和５年度資金収支第１次補正予算（案）について 

②就業規則変更（案）について 

③介護老人保健施設津山ナーシングホームおよび（介護予防）短期入所療養介護、

（介護予防）通所リハビリテーション運営規程変更（案）について 

④評議員会の招集（案）について 

その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和５年２月１日～令和５年７月３１日） 

・介護ロボット（リフト）の導入について 

・津山ナーシングホーム特浴改修について 

 

＊令和６年３月１５日（金） 

①令和５年度資金収支第２次補正予算（案）について 

②令和６年度事業計画（案）について 

③令和６年度収支予算（案）について 

④かつた地域密着型通所介護並びに介護予防通所サービス廃止（案）について 

⑤就業規則変更（案）について 

⑥嘱託職員就業規則変更（案）について 



⑦臨時職員等就業規則変更（案）について 

⑧育児休業・介護休業等に関する規則変更（案）について 

⑨文書保存規程制定（案）について 

⑩津山ナーシングホーム管理者変更（案）について 

⑪介護老人保健施設津山ナーシングホームおよび（介護予防）短期入所療養介護、

（介護予防）通所リハビリテーション運営規程変更（案）について 

⑫役員賠償責任保険加入（案）について 

⑬評議員会の招集（案）について 

その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和５年８月１日～令和６年１月３１日） 

・介護ロボット（リフト）の導入について 

・監査等報告 

 

 

〇評議員会 

＊令和５年６月１５日（木） 

①令和４年度事業報告（案）について 

  ②令和４年度収支決算報告（案）について 

  ③監査報告について 

④理事及び監事の選任（案）について 

⑤第三者委員の選任について 

⑥就業規則変更について 

その他報告事項 

  ・社会福祉充実残額算定シート 

  ・日本原荘社員寮新築工事入札について 

 

＊令和５年１０月２５日（水） 

①令和５年度資金収支第１次補正予算（案）について 

②就業規則変更について 

③介護老人保健施設津山ナーシングホームおよび（介護予防）短期入所療養介護、

（介護予防）通所リハビリテーション運営規程変更について 

  その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和５年２月１日～令和５年７月３１日） 

・介護ロボット（リフト）の導入について 

・津山ナーシングホーム特浴改修について 

 



＊令和５年３月２７日（水） 

①令和５年度資金収支第２次補正予算（案）について 

②令和６年度事業計画（案）について 

③令和６年度収支予算（案）について 

④かつた地域密着型通所介護並びに介護予防通所サービス廃止（案）について 

⑤就業規則変更について 

⑥嘱託職員就業規則変更について 

⑦臨時職員等就業規則変更について 

⑧育児休業・介護休業等に関する規則変更について 

⑨文書保存規程制定について 

⑩津山ナーシングホーム管理者変更について 

⑪介護老人保健施設津山ナーシングホームおよび（介護予防）短期入所療養介護、

（介護予防）通所リハビリテーション運営規程変更について 

⑫役員賠償責任保険加入について 

その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和５年８月１日～令和６年１月３１日） 

・介護ロボット（リフト）の導入について 

・監査等報告 

 

 

１４．事業報告の附属明細書 

令和５年事業年度においては、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則第３４条第３項に規定する附属明細書に記載すべき「事業報告の内容を補足する重

要な事項」が存在しないので作成しておりません。 


